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「地球温暖化対策計画」の骨子案について 

～中央環境審議会 地球環境部会／産業構造審議会 産業技術環境 

分科会 地球環境小委員会 第 44 回合同会合における意見書～ 
 

平 成 27 年 12 月 22 日 

日本商工会議所 副会頭 
エネルギー・環境委員長 

大 橋 忠 晴 
 

１．地球温暖化対策計画に対する基本的考え方 

今回、提示された「地球温暖化対策計画」の骨子案は、2020 年以降の国際枠組み「パリ協定」

を踏まえ、日本の「約束草案」で示した 2030 年度の中期目標の達成に向けた道筋を明らかにする

ものであるという基本的方向性が示されており、評価いたします。パリ協定と約束草案に基づき、

以下の点に留意して、世界の地球温暖化対策の推進に貢献すべきと考えます。 

（１） 気候変動問題は地球規模の課題であり、パリ協定を踏まえ、世界の気温上昇を抑えるため

には、日本だけが実施しても効果は低く、世界全体で実施することが不可欠です。わが国では、

エネルギーミックスと整合的なものとなるよう「約束草案」を策定したのであり、技術的制約やコス

ト面の課題など十分考慮した、裏付けのある対策・施策・技術の積み上げによる、実現可能な

目標として、「▲26％削減」を提出したところであります。 

（２） 今回策定する「地球温暖化対策計画」は、世界に約束した「2030 年に▲26％削減」する目

標の着実な達成に向け、具体的な施策を政府として示すものであり、約束草案の積み上げ基

礎とはなっていない対策や施策を盛り込むことには、慎重であるべきと考えます。 

（３） 今回の計画期間は 2030 年度までを設定しており、パリ協定でも今世紀半ばの世界の定量

的削減目標については合意がなされていない状況です。このため、現段階では、国内でも国

際的にも十分議論されていない、例えば 2050 年の長期目標などを、わが国だけが先走って明

記する拙速は避けるべきと考えます。この長期目標については、別途、ＣＯＰにおける検討結果

を踏まえて、今後、時間をかけて議論すべきです。パリ協定でも、「2020 年までに長期低排出成

長戦略の策定に向けて努力すべき」ことになっています。 

（４） わが国のＣＯ２排出の９割はエネルギー起源によるものであり、2050 年に抜本的な排出削減

を実現するには、研究開発を加速し、革新的エネルギーや環境技術のイノベーションを進める

ことが不可欠です。日本の約束草案を実現するため、政府においては、エネルギーミックス実

現に向けた戦略や、抜本的な排出削減が見込める革新的技術戦略を早急に策定し、これらを

踏まえた地球温暖化対策計画とすべきです。 

（５） なお、計画の策定にあたっては、電力コストの高騰が、中小企業や地域経済に甚大な悪影

響を及ぼしていることから、コストを無視した温暖化対策とならないよう、十分配慮をお願いいた

します。 
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２．メリハリのある地球温暖化対策・施策を 

（１） エネルギー起源ＣＯ２の排出削減について、産業部門ではこれまで弛まぬ努力を続け、取り

組んできたところです。今後、石油危機後並みの 35％という大幅なエネルギー効率の改善に向

けて取り組みを進めてまいりますが、産業部門の大宗を占める中小企業にとって、省エネに人

員を割くことは難しく、ノウハウに乏しい場合が多い状態です。また、電力コストの負担が限界に

近づきつつある中、新たな省エネ関連設備等への投資余力にも乏しく、今後、一層の省エネ推

進は相当高いハードルだと言わざるを得ません。こうした厳しい環境におかれている中小企業

ですが、省エネの推進はエネルギー需要の減少やコスト削減による経営改善効果も見込めるこ

とから、商工会議所では更なる省エネの周知・普及促進・好事例の横展開に努めていく所存で

す。 

（２） 一方、家庭部門においては、これまでも国民運動などに取り組んできましたが、十分な成果

が上がっておらず〔1990 年：131 百万ｔ-CO2⇒2013 年：201 百万ｔ-CO2（+53.4％増）〕、今後は

一歩踏み込んだ効果的なアプローチが重要なカギとなります。このため、削減余地の大きい家

庭部門（2013 年：201 百万ｔ-CO2⇒2030 年：122 百万ｔ-CO2（▲39.3％））に対する推進体制を

整備し、ＰＤＣＡサイクルを回していくことを、本計画に盛り込んでいただきますようお願いいたし

ます。 

（３） 地球温暖化対策においては、各部門の役割と責任を明確にしつつ、官民あげて連携して取

り組んでいかなければなりません。政府におかれては、広報普及活動に努めていただき、国民

理解の促進を図っていただくようお願いいたします。日本商工会議所としても、地球温暖化対

策における商工会議所の役割を改めて整理するとともに、地域・中小企業の取り組みを促進す

るための行動計画を取りまとめる考えです。 

以上 
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2015 年 12 月 22 日 

 

「地球温暖化対策計画(骨子案)」に対する意見 

 

委員 木村 康 

 

基本的な考え方として、今回の計画は、COP21 に向けて策定したわが国約束

草案や、今回採択された「パリ協定」の内容・性格を十分に踏まえて策定すべ

きと考えます。そのような観点から、以下の点について、意見を申しあげます。 

 

１．冒頭囲み部分および「１．我が国の地球温暖化対策の目指す方向」（１頁） 

 約束草案に記載された「2030 年度目標（中期目標）の達成」に向けた計画

であることが明確化されている点に賛同いたします。 

 また、技術を通じて長期・世界全体での削減に貢献していく旨が掲げられ

ております。この点について、世界全体での長期目標を掲げたパリ協定の内

容が踏まえられており、また、経済界の従来の考えと軌を一にするもので、

支持します。 

 なお、パリ協定では、2020 年までに長期戦略を策定・提出することを各国

に求めています。わが国の長期戦略は、パリ協定を踏まえ、2020 年までを目

途に、時間をかけて検討すべきです。 

 

２．「２．地球温暖化対策の基本的考え方」（１～２頁） 

(1)「約束草案に掲げられた対策の着実な実行」 

 パリ協定は、各国が自ら目標を設定し、国際レビューを通じてその実施を

担保していく「ボトムアップ型」の枠組みです。また、我が国の約束草案は、

具体的な対策を積み上げて設定しています。 

 以上の点を踏まえれば、今回の計画は、2030 年度を目標年度とし、エネル

ギーミックスや低炭素社会実行計画をはじめ、約束草案の算定根拠となった

対策によって構成し、その対策を着実に実施すべきです。この旨の骨子案の

記述に賛成いたします。 

 経団連としては、関係業界と協力し、PDCA サイクルを回しながら、全力を

挙げて低炭素社会実行計画に取り組んでまいります。 

(2)「パリ協定への対応」 

 わが国は、「全ての主要排出国の参加する公平かつ実効性ある新たな国際

枠組みの構築」を目指してきており、その結果としてパリ協定が採択されま

した。こうした経緯を踏まえ、「パリ協定への対応」について、国際協調の

下、主要排出国を含む世界全体で取り組みを進める旨を明記すべきと考えま

す。パリ協定の署名及び締結は、その一環と位置づける必要があります。 
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３．「７．地球温暖化対策・施策の（3)分野横断的な施策」（６～８頁） 

(1)「国民運動の推進」 

 経団連の「環境自主行動計画」に参加した産業・エネルギー転換部門の 34

業種は、PDCA サイクルを回しながら CO2 排出削減に最大限取り組むことで、

京都議定書第一約束期間における排出量を、1990 年度比で 12.1％削減する

など、目標を大幅に上回る成果を挙げました。 

 一方、政府においては、これまでも国民運動に取組まれていますが、家庭

部門では十分な成果が上がっておりません。この 20 年余り、家庭部門の CO2

排出量は約 1.5 倍に増加（1990 年＝1.31 億トン→2013 年＝2.01 億トン

（+53.4％））しております。 

 家庭部門は、今後、2030 年度までに CO2 排出量を約４割削減することが求

められており、約束草案実現の鍵となります。そこで、家庭部門について、

国民運動「COOL CHOICE」を強力に実行するため、総理を中心とする推進体

制を整備し、環境省が責任を持って家庭部門の PDCA サイクルを着実に回し

ていく旨、計画に明記していただきたいと思います。 

(2)「国内排出量取引制度」 

 約束草案では、経済界における温暖化対策として、低炭素社会実行計画が

経済界の温暖化対策の柱として位置づけられています。今回の計画において、

約束草案の目標算定の基礎に含まれていない「国内排出量取引制度」などの

規制的手法を採用すべきではありません。同制度は、民主導の活力ある経済

社会の実現を妨げるのみならず、炭素リーケージを通じた地球規模の温暖化

対策の阻害、研究開発原資を奪うことによる長期的な温暖化対策の遅延を招

くものと考えます。 

 京都議定書の第一約束期間において、経済界の主体的な取組みは十分機能

したと評価されており、規制色の極めて強い国内排出量取引制度を検討する

必要はありません。 

(3)「二国間クレジット制度(JCM)」 

 我が国は、その有する優れた低炭素技術を活かし、地球規模の気候変動対

策に積極的に貢献する必要があります。そのため、政府は、JCM の着実な実

施も含め、海外における削減活動を支援すべきです。 

 なお、約束草案における JCM の位置付けは、「国際貢献」であり、目標算

定の基礎にはしておらず、今回の計画においても、その位置付けを踏襲する

ことが適当です。 

 

４．「８．政府実行計画及び地方公共団体実行計画に関する基本的事項」（８頁） 

 政府・地方自治体においても、パリ協定を踏まえた実行計画を速やかに策

定するとともに、自らの活動の低炭素化について、PDCA サイクルを回しなが

ら、最大限取組んでいただきたいと考えます。 

以 上 
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 2 

１． パリ協定において数値目標は義務ではないことを明白に記述すべきである（該当箇3 

所：「１．我が国の温暖化対策の目指す方向」）。 4 

パリ協定において、諸国は数値目標を提出している。（日本は２０３０年に２０１３年比5 

で△２６％）。諸国は、この数値目標を目指した政策措置を実施する義務はあるが、数値目6 

標自体については、その達成は義務ではない（法的拘束力がない）。この区別は重要なので7 

明記すべきである。 8 

将来については不確実なことが多く、また温暖化対策には膨大なコストが伴いうるため、9 

野心的な数値目標を掲げた場合、その達成を国際的な義務として引き受けることの出来る10 

国は限られる。これは京都議定書が失敗した根本的な理由である。 11 

 12 

２． 温暖化対策は、費用対効果を初めとして 3E のバランスをとること、そのためには長13 

期エネルギー需給見通しに沿って実施すること、の２点を明記すべきである（該当箇14 

所：「１．我が国の温暖化対策の目指す方向」「２．地球温暖化対策の基本的考え方」） 15 

パリ協定は Nationally-Determined Contribution(NDC)、つまり国別に決定したボトム16 

アップの計画が基本的な構成要素である。従って、日本の温暖化対策としては、現行のＮ17 

ＤＣのベースとなった長期エネルギー需給見通しの達成に向けての政策措置を整備してい18 

くことが基本になる。 19 

ということは、長期エネルギー需給見通しの精神に則り、費用対効果をはじめとした３20 

Ｅのバランスをとりながら政策措置を整備していくことになる。この温暖化対策計画にけ21 

る長期エネルギー需給見通しの位置づけを明記すべきである。 22 

 23 

３．政策・対策の展開・見直しは、環境という１E の観点だけから追加・強化を図るので24 

はなく、費用対効果を初めとした３E のバランスを踏まえた見直しにすべきである（該当25 

箇所：「１．我が国の温暖化対策の目指す方向」及び「２．地球温暖化対策の基本的考え方）」。 26 

 エネルギーミックスの達成については、まだコストや実施可能性についての検討が不十27 

分であり、実施してみないと分からない点が多い。例えば、大幅な省エネや再エネの拡大28 

などは、今後も、費用対効果や３Ｅのバランスをみながら、個別の対策についてＰＤＣＡ29 

を回しつつ進めなければならない。 30 

 このことから、、「１．我が国の温暖化対策の目指す方向」において「パリ協定を踏ま31 

え、・・・政策を総合的に展開する」とあるところ、「３E のバランスを踏まえつつ政策を総32 

合的に展開する」とすべきである。また「２．地球温暖化対策の基本的考え方」において33 

も、「毎年、各対策について・・・対策の強化・追加を図る」としているところ、「３E のバ34 

ランスを踏まえた対策の見直しを行う」とすべきである。 35 

パリ協定は、政策措置を整備するという政府の「行動の義務」を定めたのであって、そ36 
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の行動がもたらす温室効果ガス排出量という「結果」については義務としていない。△２37 

６％という１Ｅだけを突出させるのではなく、費用対効果をはじめ３Ｅのバランスをみな38 

がら政策措置を整備していくべきである。 39 

 40 

４．「非対称性の問題」：パリ協定における取り組みの程度は、国によって大きく異なりう41 

る。このため、国益を守るためにも３E のバランスをとることは一層重要となる。これを42 

明記すべきである（２．地球温暖化対策の基本的考え方）：  43 

パリ協定では定期的にＮＤＣおよび排出量目録が諸国によって提出され、それに対して44 

促進的な（つまり非敵対的）なレビューがなされることが規定されている。従って、協定45 

の範囲内では、互いに数値目標を厳しく設定させあう交渉をする、といった仕組みはない。46 

しかし、パリ協定は、ＮＤＣと排出量についての透明性を高めることで、内外からの世論47 

の圧力を喚起し、諸国がより野心的な温暖化対策に取り組むように仕向ける、という構造48 

になっている。 49 

この構造で問題となるのは、世界世論からの圧力に対して、感度の高い国と低い国があ50 

り、温暖化対策をする国としない国で相当な非対称が出来るだろうということである。日51 

本は感度が高く、ＮＤＣの設定にあたっても実施にあたっても相当な圧力がかかると思わ52 

れる。だが国によっては、国際的な圧力など殆ど関係なくエネルギー政策を実施する場合53 

もあるだろう。さらにいえば、現在の国際状況においては、自国経済や安全保障を犠牲に54 

してまで温暖化対策を進めようとは考えていない国は多い。従って、日本がいくら努力し55 

て数値目標を達成したとしても、諸外国は必ずしもそうしなくて、地球規模での排出削減56 

は進まないかもしれない。これはパリ協定の欠陥というよりは現在の国際政治の現実であ57 

る。 58 

このように、パリ協定の実施は国際的に非対称になると予想されるため、国益を守りつ59 

つ温暖化対策を実施するためには、日本としては、３Ｅのバランスの範囲内で政策措置を60 

実施することが重要となる。このことを「２．地球温暖化対策の基本的考え方」に明記す61 

べきである。 62 

 63 

４．革新的技術開発を長期的取り組みの中心に据えるべきである（該当箇所：「１．我が国64 

の温暖化対策の目指す方向」） 65 

パリ協定では２度といった地球規模での野心的な目標に言及しているが、これは、革新的66 

技術開発なしでは実現しえない。パリ協定で示された世界的な目標を確認し、日本として67 

は革新的技術開発によってこの地球規模の目標達成に寄与し、地球温暖化問題の本質的な68 

解決を図ることを最重視する旨を記載すべきである。 69 

 70 

５．革新的技術開発は、温暖化対策において３Ｅのバランスをとることが、その成功に必71 

須の条件であることを明記すべきである（該当箇所：「１．我が国の温暖化対策の目指す方72 
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向」） 73 

一般的に言って、革新的技術開発が進むためには、国による技術開発プログラムも一定74 

の役割を果たすことがあるが、それ以上に、良好なマクロ経済状況のもとで多くの経済活75 

動・企業活動が活発に行われ、投資がなされ、研究開発がなされ、科学技術全般が進歩す76 

ることが重要である。 77 

温暖化対策技術は、他の技術と切り離して独立に生まれるわけではない。温暖化以外の、78 

広範な目的の革新的な技術が多く生まれるなかで、その一部として温暖化対策技術も生ま79 

れる。例えば、現在の太陽電池があるのは、シリコン産業が隆盛したおかげである。今後80 

については、例えば、新たな半導体科学技術の前進によって、より優れた太陽電池が生ま81 

れるかもしれない。あるいは、人工知能技術やＩＯＴ等の前進によって、生産活動の効率82 

は飛躍的に向上し、これに合わせて、エネルギー効率も飛躍的に向上することが期待され83 

る（産業界ではよく知られているように、省エネというのは、実は生産活動の合理化とほ84 

ぼ同義である）。あるいは、モバイル機器や電気自動車技術が発達する中で、現在の再生可85 

能エネルギーの欠点である間歇性を解決するような革新的なバッテリーが得られるように86 

なるかもしれない。 87 

日本には世界にもまれな産業集積がある。これを活用して温暖化対策に関する革新的技88 

術開発をすることこそ、最も効果的な長期的戦略である。そして、産業集積を維持し活性89 

化するためには、企業が日本への投資を控えたり、海外に移動することを避けるために、90 

エネルギーは可能な限り安定かつ安価に供給するようにしなければならない。そうではな91 

く、もしも環境という１Ｅを追求するあまり、経済活動を衰退させてしまっては、いかな92 

る革新技術も生まれなくなる。温暖化対策の革新的技術開発をするためには、温暖化対策93 

において３Ｅのバランスをとり、広範な企業活動を阻害しないことが、必要な条件となる。94 

このことを明記すべきである（該当箇所：「１．我が国の温暖化対策の目指す方向」）。 95 

 96 

６．国内排出量取引制度について（該当箇所：「７．地球温暖化対策・施策」） 97 

国内排出量取引制度は、ＥＵ等で実施されてきたが、温暖化対策としての実効性について98 

は、ＩＰＣＣ第五次評価においてもそうであったように、疑問視する意見が多い。今後日99 

本は、温暖化対策のための政策措置全般を改善していくことはもちろん必要であり、さま100 

ざまな研究は実施すべきであるが、現時点で国内排出量取引制度を、有力な候補であると101 

して位置づける理由は乏しいため、計画で言及すべきではない。むしろ、革新的技術開発102 

をどのようにしてもたらすか、さらに検討を深めることが重要と考える。 103 

 104 

７．政府部門の省エネルギー実施を明記すべきである（該当箇所：「８．政府実行計画およ105 

び地方自治体実行計画」） 106 

約束草案では業務部門において、大幅な省エネを見込んでいる（表１）。ところで、地方107 

自治体だけでも、日本の業務部門のエネルギー消費の約 13％程度と大きな割合を占める。108 
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従って約束草案実現のためには、政府部門においても大幅な省エネを実施しなければなら109 

ないことは間違いないであろう。 110 

政府部門が自らの省エネルギーをすることには、いくつも利点がある：①地方自治体の111 

CO2 排出量は大きい、②費用効果的な省エネ機会がある、③データの収集・公開が可能（こ112 

れは民間部門ではハードルが高い）で、データベース整備の核になる、④民間のためのシ113 

ョーケースになる、⑤省エネ産業を育てる、である。この実施に当たっては、「８．政府実114 

行計画および地方自治体実行計画」において省エネ実施を行うことを明記し、政府部門に115 

おいて PDCA を確立し、省エネに取り組むべきだ。これによって、民生部門全体の省エネ116 

を牽引できる。 117 

（さらに詳しくは拙稿「国民運動の具体的な進め方：地方自治体は自らの省エネルギーで118 

先導せよ国際環境経済研究所ホームページ http://ieei.or.jp/2015/02/sugiyama150217/」） 119 

 120 

 121 

以上 122 
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産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会・ 
中央環境審議会地球環境部会合同会合への意見 

 
2015.12.22 

高村ゆかり（名古屋大学） 
 

本日は、所用のため出席できず、申しわけございません。とりわけ、COP21 で採択され

たパリ協定の実施という観点から、12 月 22 日の合同会合における地球温暖化対策計画の骨

子案の議論にあたり、留意が必要と考える事項について次の通り意見を提出いたします。 
 
1. パリ協定が定める長期目標と整合する温暖化対策計画の策定と、長期的な戦略・策定の

必要性 
 パリ協定は、「工業化前と比して世界の平均気温の上昇を、2℃を十分下回る水準にし、

1.5℃に抑制するよう努力する」ことをその目的としている（協定 2 条）。パリ協定はまた、

この気温上昇抑制目標達成のために、「今世紀後半に温室効果ガスの人為的排出と人為的吸

収を均衡させる」（＝今世紀後半に人為的排出を実質ゼロにする）よう排出を急速に削減す

ることをめざすとしている（4 条 1）。今回、そしてこれからの温暖化対策計画は、パリ協

定が定めるこうした長期目標の達成をめざして、パリ協定の下で日本が提出する目標（4 条

2）を実施するためのものである。したがって、温暖化対策計画には、それがめざすパリ協

定が定める世界共通の長期目標を明記し、その長期目標と整合する温暖化対策計画を策定

すべきである。 
 また、パリ協定は、すべての締約国が「協定が定める長期目標に留意して、長期的な低

温室効果ガス発展戦略を策定し、提出」すべきこと（4 条 19）を定め、COP21 は、今世紀

半ばを目標とする長期的な低温室効果ガス発展戦略を2020年までに事務局に提出するよう

締約国に要請することを決定している（この長期的戦略は、今回の約束草案と同じように、

事務局が枠組条約のホームページに公表することとなっている）（1/CP.21, para. 36）。パリ

協定の規定にしたがって、日本も、今世紀半ばを目標とする長期的戦略を早期に策定し、

2030 年目標達成に向けた温暖化対策計画の指針とすべきである。 
 
2. パリ協定の下での目標進捗評価と定期的な目標引き上げプロセスと整合した目標達成

のための対策・施策の進捗のフォローアップと目標の見直しの必要性 
 パリ協定の下では、5 年ごとに各国が目標を作成し、提出することが日本を含む各国の国

際的な法的義務である（4 条 2）。提出する目標は、それまでのその国の目標をこえるもの

であることが求められている（4 条 11）。したがって、こうしたパリ協定の下での定期的な

目標引き上げプロセスと整合した目標の進捗評価と見直しのプロセスを温暖化対策計画の

下に設定することが、日本がパリ協定を実施していく上で必要である。 
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 また、パリ協定の下では、排出インベントリーとともに、削減目標の進捗のフォローア

ップに必要な情報を提出することが各国の国際的な法的義務でもある（13条7）。それゆえ、 
温暖化対策計画には、「温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策」だけで

はなく、それを実現していくための具体的な対策・施策についても記載を行い、それらの

進捗と削減効果を適切にフォローアップしていく必要がある。 
 最近、経済産業省で検討が行われ、とりまとめられた 
 ZEB ロードマップ検討会とりまとめ 
  http://www.meti.go.jp/press/2015/12/20151217002/20151217002-1.pdf 
 ZEH ロードマップ検討会とりまとめ 
  http://www.meti.go.jp/press/2015/12/20151217003/20151217003-1.pdf 
は、ここで述べる対策・施策の実施のための具体化の好例である。 
 
3. 省エネ・再エネの導入推進施策の早期実施の必要性 
 省エネや再生可能エネルギーの推進策を早期に強力に進めることは、エネルギーをめぐ

る現在の日本の状況に照らして、温暖化対策としてはもちろん、エネルギー安全保障や燃

料費負担の抑制にも貢献するものである。温暖化対策計画では、脱炭素化に向かう明確な

政策の方向性とビジョンを示しつつ、日本企業の技術力を活かして、国内で省エネ・再エ

ネを推進するための具体的な施策の立案と実施が必要である。上記の ZEB ロードマップ、

ZEH ロードマップの立案と実施は好例である。 
 

以上 
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